
― 9 ―

２ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、財政状態および株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（1） バイク市場について

当社は、バイクを商材として事業を展開しております。このため、国内における新車販売台数の著しい減少、

メーカーの経営悪化、業務停止および事業方針の変更等の発生によりバイク市場における需給バランスの変化

が起こった場合、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（2） 広告宣伝活動およびブランド展開について

当社のバイク買取は、広告宣伝活動によって査定および買取の需要を喚起し、バイクの仕入を行うもので

す。このため、広告宣伝活動の効果が著しく低下した場合、仕入台数の減少や売上高に占める広告宣伝費比率

の上昇を招き、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社は、「バイク王」をコアブランドとして位置づけ、認知度の向上および広告宣伝活動の効率化を

図っております。このため、想定外の事象によるブランド価値の毀損等による当社の信用の著しい低下や、当

社に係わる事件・事故等の発生によりお客様との信頼関係が損なわれた場合、当社の業績および財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

（3） リテールの拡大について

当社は、お客様から仕入れたバイクのうち、リテールに適したものに整備を施しておりますが、販売車輌に

おける整備不良等に起因する事故や損害賠償訴訟等が発生した場合、当社の業績および財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

　また、当社は、リテールの拡大を図ることにより従来のビジネスモデル（ホールセール）に比べ一定の在庫

保有期間が生じるため、在庫のモニタリング機能を強化しておりますが、保有期間の長い在庫が大量に発生し

た場合、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（4） 固定資産の減損会計について

当社は、店舗設備等の固定資産を保有しており、定期的に店舗ごとに減損兆候の判定を行うことで、経営効

率の向上に努めております。しかしながら、経営環境の変化等により、今後著しく収益性が低下し減損損失を

計上することになった場合、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（5） システムについて

当社は、バイクの買取から販売までの業務を独自の基幹システムを活用することで、業務の効率化や情報収

集力の強化、データ分析に努めているほか、事業活動に関わる情報を財産と考え、継続的に情報セキュリティ

体制の構築・強化を図っております。

しかしながら、不測の事態による情報セキュリティ事故、地震等の自然災害の発生による情報システムの停

止またはお客様との接点であるWEBサイトの不具合・遅延が発生した場合、当社の業績および財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

（6） 人財の育成および確保について

当社にとって人財は経営の基盤となるため、人事理念である「社員の成長を応援する」をもとに人財採用・

確保に取り組んでおります。競争力を維持・向上し続けるためには、特性や能力を最大限に活かせる職場環境

の構築やマネジメント層の教育のほか、女性、外国人、そして様々な職歴をもつ中途採用者など、多様な人財

を採用し一人ひとりの違いを尊重し価値を見つけることが、重要であると考えております。ただし、当社が人

財育成、適切な人員配置を計画どおり進められなかった場合、長期的視点から当社の業績および財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

また、当社は職場環境の充実や改善、適正な労働時間の管理や時間外労働の抑制等に継続的に取り組んでお

りますが、万一、過重労働や不適切な労務管理による法令違反や働き方改革関連法令等の新たな法令の制定・
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改正等で対応が遅れて事業活動に制約を受けた場合、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

（7） 法的規制について

当社は、販売における広告宣伝や販売促進活動の実施にあたり景品表示法の適用を受けますが、当社の過失

により不適切な表示がなされ、その影響が多岐にわたる場合、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

また、当社は、バイクの買取およびバイクの通信販売において特定商取引法の適用を受けますが、不招請勧

誘・クーリングオフ等の各種規制に抵触することで行政罰や社名公表等の措置を受けた場合、社会的信用の低

下等により、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、当社は、事業を展開する地域における環境に関する法規制、二輪車の販売・安全性に関する法規制、

企業取引に関する法規制、税法等様々な規制のもとに事業を行っております。予期せぬ法規制の変更等により

当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（8） 新型コロナウイルス感染症の影響について

当社は、バイク事業において交通インフラの一翼を担っていることから、緊急事態宣言等における社会経済

活動の制約下においても、政府や地方自治体の要請を踏まえながら、社内に新型コロナウイルス等感染対策会

議を設置し、感染対策を徹底しながら事業を継続しております。

しかし、当社内における大規模なクラスターの発生等により、コンタクトセンター受付業務、店舗業務、物

流業務の一部が停止した場合、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　




